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Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止

重要病害虫の特
別防除等

北海道

【事業の必要性】
　　平成27年度に、馬鈴しょ等のナス科植物に寄生して植物枯死させ、農
業生産に甚大な被害を与えるおそれのあるジャガイモシロシストセンチュ
ウが国内で初めて確認されたことからまん延防止を図るため、緊急防除を
行う。

【目標値の考え方】
　　ジャガイモシロシストセンチュウのまん延防止　２地区
　　斜里町中斜里、三井

ジャガイモシロシストセン
チュウのまん延防止
特殊病害虫緊急防除

ジャガイモシロシ
ストセンチュウの
まん延防止

―

ジャガイモ
シロシスト
センチュウ
のまん延防
止

達成 適正

　網走市、斜里町、清里町及び大空
町においてジャガイモシロシストセ
ンチュウの発生が確認されたほ場
を対象に防除を行い、これまでに
ジャガイモシロシストセンチュウの発
生が確認されたほ場総数1,238haの
うち1,213haが検出限界以下となっ
た。
一方、これまでに検出限界以下と
なったほ場総数1,213haのうち８haで
再確認されたことから、後年次に防
除が必要なほ場は、残り33haとなっ
た。（防除が終了したほ場：９割以
上）
　対抗植物の栽培による防除は順
調に進んでおり、今後も国の防除方
針に基づき対抗植物を基本とした
防除を実施する。

　ジャガイモシロシストセンチュウの
発生確認地域における本線虫防除
が順調に進み、発生確認圃場の
95％以上が検出限界以下に達して
おり、目標のまん延防止に寄与して
いる。また根絶が難しい本線虫につ
いて、防除後の追跡調査によって
再発確認圃場の防除を再実施する
対策が機能しており、本事業の評
価は妥当である。

令和７年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

１　令和６年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和５年度当初予算地方繰越）（特別交付型）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

北海道

北海道産業用無人航空機安
全推進協議会

いわみざわ農業協同組合
ほか計27事業者

貝毒発生監視調
査

243回 222回 91% A

貝毒原因プランク
トン発生状況調
査

195回 189回 96% A

海洋生物毒等の
監視の推進

北海道

【事業の必要性】					
二枚貝等の海洋生物毒等の発生を監視することにより、食品としての安全
性を確保し、健康被害を未然に防止するとともに、円滑な国内流通を確保
する。
そのため、二枚貝等の海洋生物毒等の毒化状況を的確に把握する必要
があることから、貝毒発生監視調査を実施する。なお、北海道ではホタテ
ガイを対象として実施する。
また、海中のプランクトンの発生状況を監視することにより、海洋生物毒の
毒化傾向を予測し、生産海域へ早期に注意喚起が可能となることから、プ
ランクトン発生状況調査を実施する。

【目標値の考え方】					
(1) 貝毒発生監視調査
産地段階での貝毒に係るリスク管理を的確に実施するため、ホタテガイの
貝毒発生監視調査の総実施数を目標値とする。目標値の設定方法は、海
域ごとの麻痺性貝毒・下痢性貝毒について1ヶ月に1回の調査を原則として
いる。
　　　貝毒発生監視調査の総実施数
目標値　243回　（麻痺性　130回、下痢性　113回）
実績値　222回　（麻痺性　119回、下痢性　103回）

(2) 貝毒原因プランクトン発生状況調査
　産地段階での貝毒発生に係るリスク管理を的確に実施するため、貝毒原
因プランクトンの発生状況調査の総実施数を目標値とする。
　目標値の設定方法は、海域ごとに貝毒原因プランクトンが発生しやすい
時期を選定している。
貝毒原因プランクトン発生状況調査の総実施数
目標値　195回
実績値　189回

Ⅰ農畜水産物の
安全性の向上

令和７年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

２　令和６年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和６年度当初予算）（一般型）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値

海洋生物毒のモニタリング
のための調査分析・分析機
器の整備

　ホタテガイの斃死や時化に伴う休
漁などにより調査実施不可となり、
実施計画数を下回ったが、ホタテガ
イの生産実績のあった20海域で定
期的に貝毒検査を実施した。
　貝毒発生監視調査により毒化した
ホタテガイの出荷規制を行うととも
に、貝毒プランクトンの発生状況調
査でプランクトン検出数の増加傾向
を把握し、貝毒が上昇する前に、生
産者に対し注意喚起を行うことでホ
タテガイ等二枚貝の食品としての安
全性及び円滑な流通を確保するこ
とができた。

　北海道内では、秋鮭、いか、サン
マ等従来の主要魚種の漁獲量が以
前に比べ大幅に減っている中、ホタ
テガイにおいては４０万トン以上の
安定した水揚げが続いており、北海
道の漁業生産の中心的存在となっ
ています。
このような状況の中、貝毒発生時期
の早期化や長期化が顕著であり、
ホタテガイの安心安全のためには
貝毒監視体制の維持継続は不可
欠であることから同事業は極めて有
効と思料するとともに、次年度以降
も継続実施を要望いたします。
また、特に貝毒原因プランクトンの
発生状況調査に関しては民間レベ
ルでは実施不可能なことから更なる
拡充が図られることを要望いたしま
す。

100% A

　順調に取組が進み、目標を達成し
た。
今後とも、計画的な立入検査の実
施及び農薬指導者等の研修の実施
により、安全かつ適正な農薬流通を
図るとともに、農薬の適正使用を推
進していく。

　農薬販売業者への立ち入り検査
およびかぼちゃ生産者に対する生
産履歴調査などにより、農薬の不
適切な販売・使用など農薬取締法
違反の発生防止に寄与することで
本事業の目的は達成され、順調に
取り組みが進んでおり、評価は妥
当である。

農薬の適正使用
等の総合的な推
進

【事業の必要性】
　　農薬の適正使用の一層の指導徹底を図るとともに、農薬類似品等を流
通段階から排除するため、農薬販売者等への取締りを実施することが必
要。
　　また、ヘプタクロル残留問題に対する食の安全及び消費者の信頼回復
の観点から、北海道を代表する野菜品目の「かぼちゃ」に関する残留防止
対策等の評価・検証を行うため、土壌調査や農作物のモニタリング調査を
行うことが必要。

【目標値の考え方】
令和６年度目標値：０％（農薬の不適切な販売及び使用の発生割合）
　・販売状況：農薬販売業者への立入検査による。（105件）
　・使用状況：かぼちゃ生産者に対する生産履歴確認調査による。(1,264
件)
目標値は、消費・安全対策交付金実施要領別表１に基づき、農薬の不適
切な販売及び使用の発生割合（農薬取締法違反率）とし、令和４年度の実
績を勘案して設定。

【参考】
農薬の不適切な販売及び使用の発生割合（令和４年度）
　（１）販売状況Ａ：不適切な販売者数０件/調査実施販売者数 128件＝
０％
　（２）使用状況Ｂ：不適切な使用者数０件/調査実施使用者数
　　　（1,181件＝０％）　1,954件＝０％
　（３）農薬の不適切な販売及び使用の発生割合＝（Ａ＋Ｂ）／２×100＝
　　　（０％＋０％）／２×100＝０％

（１）農薬の安全使用の推進
（２）農薬の適切な管理及び
販売の推進
（４）実態把握を通じた原因
究明及びリスク管理措置の
評価・検証

農薬の不適切な
販売及び使用の
発生割合

0% 0%



北海道

北海道海外悪性伝染病防疫
対策連絡協議会

道央農業協同組合
ほか計9件

101% 99% A

　各事業について防疫指針等に従
い取組を推進している。
目標における達成率は99.3％という
結果になった。牛ヨーネ病の摘発が
増加傾向にある現状に加え、他の
疾病含め未だ高い発生水準にある
ため、今後も継続した対策を講じる
必要がある。空海港等における水
際防疫により、北海道での豚熱等
の発生を未然に防ぐことができた。
また、関係機関と連携した防疫演習
の実施及び豚熱の診断法である
PCR検査のためのリアルタイムPCR
装置等を整備することにより、万が
一の発生に備えた診断体制の強化
を行うことができた。
今後も家畜伝染病の侵入防止を図
ると共に、確実な摘発によりまん延
防止に努め、検出率の減による目
標値の高い達成度を目指して事業
を継続し、家畜衛生の推進を図りた
い。

北海道及び各地域において課題と
なる家畜伝染性疾病の対策や発生
予防に取組み、評価はAであったこ
とから、家畜衛生の推進に一定の
効果が得られたと考える。
　引き続き道内で課題のヨーネ病の
まん延防止対策に取組むとともに、
空港等での水際防疫により、道内
への悪性伝染病の侵入防止を徹底
することで北海道の畜産振興に貢
献することを期待する。

家畜衛生の推進

【事業の必要性】
　当該事業の実施により北海道における家畜衛生水準の向上を図るととも
に、畜産業の健全な発展及び食の安全と消費者の信頼確保に資する。

【目標値の考え方】
　家畜衛生に係る取組の充実度
　（現状値）100　検出率 3.76%　検査件数 18,739件　（令和３年度から令和
５年度の実績平均）
　（目標値）102　検出率 3.70%　検査件数 18,739件
　家畜伝染性疾病の検出率の2%減及び検査件数の0%増
　100 × (1+0.02) × (1+0.00) = 102
　※　検出率　=　発生件数/検査件数

（１）監視体制の整備、強化
（２）家畜の伝染性疾病の発
生予防
（３）家畜の伝染性疾病のま
ん延防止
（４）畜産物の安全性の向上
（６）家畜衛生対策の推進に
係る関連機器の整備
（８）家畜の伝染性疾病の発
生予防及びまん延防止

家畜衛生に係る
取組の充実度

102%

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止

(1)総合推進会議の開催等
(2)養殖衛生管理指導
(3)養殖場の調査・監視
(5)疾病の発生予防・まん延
防止

【事業の必要性】
　養殖生産物の安全性を確保し、健全で安全な養殖魚の生産に寄与する
ため、養殖生産者に対する指導、食品衛生や環境保全にも対応した幅広
い養殖管理技術の普及、養殖場の調査・監視、さらに疾病監視対策等を
充実し、疾病対策の効率的・効果的な推進を図る必要があるため、消費・
安全対策交付金等要綱別表１の事業メニューのうち、（１）総合推進会議
の開催等、（２）養殖衛生管理指導、（３）養殖場の調査・監視及び（５）疾病
の発生予防・まん延防止に取り組むこととした。

【目標値の考え方】
（１）経営体数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・103
　　①給餌経営体数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・103
　　②アユ冷水病防疫対策等を行っている内水面漁業協同組合数・・・・1

（２）養殖衛生管理指導を行う養殖等経営体数の割合
　　　　指導経営体数103 ÷ 総経営体数103 ＝ 100％（目標値）

北海道

1) 各種会議に参加し，情報収集お
よび情報発信に努めている点が評
価される。
　2) 養殖衛生管理指導について，
北海道のように広大な面積を有す
る自治体では実施が難しいなか，
28カ所，計34回の巡回指導を実施
した点は，高く評価される。昨年度
よりも回数が増加しており，丁寧な
指導がなされたものと拝察する。
　　職員数が限られ，ガソリン代の
高騰等，遠距離の出張はますます
難しくなることは想像に難くなく，無
理のない範囲で活動継続すること
を希望する。
　3) 養殖場の調査監視において，
医薬品の使用状況調査等を実施し
ており，十分な確認がなされている
と評価される。訪問養殖場が令和5
年度の22ヵ所から24ヵ所に増えて
おり，道における養殖事業の拡大
が伺われ，新しく養殖を始めた事業
所には優先的に訪問指導する必要
がある。病原体の薬剤耐性菌感受
性検査は，投薬治療において重要
な指標であり，その実施が高く評価
される。
　4) 疾病の聞き取り調査に基づき，
感染が確認されたものについて指
導した点，最も重要な取り組みと評
価する。試薬代高騰につき，魚病診
断や各種調査・検査が困難になり
つつある時勢にあるが，引き続き優
先度の高い課題として取り組まれる
ことを期待する。

　道内の給餌養殖経営体に対する
計画的な巡回等により、水産用医
薬品等の適正な使用、伝染性疾病
のまん延防止の指導、普及･啓発に
努めることで、各経営体の養殖衛生
管理への取組の向上を図り、安全
な養殖水産物の生産・供給体制の
確立に資した。

A100%100%
養殖衛生管理体
制の整備

100%
養殖衛生管理指
導を行う養殖等
経営体数の割合



病害虫の防除の
推進

北海道

【事業の必要性】
北海道の森林面積は約554万ヘクタールと全国の22％を占め、生命の源
となる水を蓄え野生生物の生息の場となるとともに二酸化炭素を吸収する
役割を果たすなど、貴重な資源となっている。そのうち人工林資源は27％
の約148万ヘクタールであり成熟期を迎えていることから、伐採後の着実
な植栽を行うためには、植林に必要な林業用苗木を安定的に確保する必
要がある。
苗畑における林業用苗木の育苗中はイネ科雑草や広葉雑草などが侵入
し、これを放置しておくと苗木の生育を阻害し、風通しを悪くして病害を発
生させやすく肥料分の浪費にもなる。雑草が小さいうちに除草を行う必要
があり、大きくなってから行うと多くの労力を必要とするばかりでなく、抜き
取りの際に稚苗の根を損傷することがあるなど、苗木の生産量を大きく減
少させる要因となっている。
除草作業の省力化を図るため、ほとんどの林業用苗木を生産している苗
畑では除草剤による除草が行われ、残効性に優れ抑草期間が長いクロル
フタリム水和剤を使用していたが、原体確保が困難になったことから令和６
年３月に農薬登録が失効し、手取除草の作業負担が増加しているところ。
林業用苗木の安定生産と確保のため、新たな除草剤の開発及び農薬登
録等の取り組みにより、除草作業の負担軽減を図り、有効な防除体系等
を確立することが急務となっている。

【目標値の考え方】
○除草剤を用いた効率的な防除方法の確立
適用農薬の少ない林業用苗木においては、除草剤を用いた統一的な防除
方法が確立されていないことから、除草における農薬登録を拡大し効果的
な防除体系等の確立を目指すこととし、現時点で有望と考えられる２剤に
ついて試験を行い、農薬登録拡大に必要なデータを整備する。
・防除方法（体系） 令和５年度：100％（１件、手取除草）→　令和６年度：
300％（３件、手取除草＋除草剤２剤（農薬登録拡大に向けたデータ整
備））

防除が困難な作物の防除体
系の確立
農薬登録拡大に必要なデー
タ整備

従来の防除対策
では防除が困難
な作物の防除体
系等における防
除に関する管理
手法の現状値か
らの向上率

300% 300% 100% A

林業用苗木を生産する上で重要な
雑草対策について、防除体系の確
立に必須となる農薬の登録拡大に
必要な薬効・薬害試験に取り組み、
必要なデータが整備され目標を達
成している。今後、農薬登録拡大の
申請に向けて引き続き支援を行っ
ていく。

雑草対策は苗木の生育の確保や
病害虫の増殖環境を増やさないな
どの目的から重要な作業であるが、
人力での除草作業は多大な労力と
時間が必要となるため除草剤の活
用は不可欠である。このため、登録
が失効する除草剤に変わり代替剤
の登録拡大は喫急の課題であり、
本事業による登録拡大に必要な
データの確保は重要である。一方
で、フィールドにおける試験は、気
象などの環境要因に左右され、必
要なデータ取得の妨げとなることも
少なくないが、本事業では2剤3樹種
に対して3試験ずつ実施し、登録申
請に必要な向けたデータを単年度
で整えており、評価は妥当である。

重要病害虫の特
別防除

北海道

【事業の必要性】
　　重要病害虫の防除
ナシ枝枯細菌病は、リンゴ等に甚大な被害を与える火傷病（我が国未発
生）に類似した病害であることから、緊急防除（平成７～11年度）終了後も
引き続き「特殊病害虫緊急防除事業」を実施しており、再発生防止に向け
継続して監視を行うことが必要であることから、本事業を活用し、防除やモ
ニタリング調査等を行う。

【目標値の考え方】
対象病害虫の調査等の総回数
ア　ナシ枝枯細菌病の発生調査：15回
実施期間：６月
２市１町15か所（岩見沢市（２か所）、旭川市（３か所）、増毛町（10か所））
イ　ナシ枝枯細菌病の防除：76回
実施期間：開花期から落花期までの間に１回
２市１町76か所（岩見沢市（10か所）、旭川市（15か所）、増毛町（51か所））

重要病害虫等の防除
農薬の不適切な
販売及び使用の
発生割合

91回 83回 91% A

　生産者の減少により、令和５年度
実績から園地数が減少したが、ナシ
枝枯細菌病の防除は適正な方法に
より着実に実施された。また、発生
状況のモニタリング調査の結果、ナ
シ枝枯細菌病の発生は確認されな
かったため、目標が達成されたと判
断される。
今後とも、ナシ枝枯細菌病の再発
防止を図るため、引き続き、ナシ枝
枯細菌病の防除及びモニタリング
調査を実施する。

　本病は再発させないことが極めて
重要であるなかで適確な防除が実
施された。本年度も未発状況を確
認しており、本事業の目標は達成さ
れている。順調に取り組みが進んで
おり、評価は妥当である。

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止

重要病害虫の特
別防除

北海道

【事業の必要性】
　　平成27年度に、馬鈴しょ等のナス科植物に寄生して植物枯死させ、農
業生産に甚大な被害を与えるおそれのあるジャガイモシロシストセンチュ
ウが国内で初めて確認されたことからまん延防止を図るため、緊急防除を
行う。

【目標値の考え方】
　　ジャガイモシロシストセンチュウのまん延防止　７地区
　　網走市稲富、音根内、
斜里町川上、豊倉、美咲、来運
清里町神威

ジャガイモシロシストセン
チュウのまん延防止
特殊病害虫緊急防除

ジャガイモシロシ
ストセンチュウの
まん延防止

―

ジャガイモ
シロシスト
センチュウ
のまん延防
止

達成 適正

　網走市、斜里町、清里町及び大空
町においてジャガイモシロシストセ
ンチュウの発生が確認されたほ場
を対象に防除を行い、これまでに
ジャガイモシロシストセンチュウの発
生が確認されたほ場総数1,238haの
うち1,213haが検出限界以下となっ
た。
一方、これまでに検出限界以下と
なったほ場総数1,213haのうち８haで
再確認されたことから、後年次に防
除が必要なほ場は、残り33haとなっ
た。（防除が終了したほ場：９割以
上）
　対抗植物の栽培による防除は順
調に進んでおり、今後も国の防除方
針に基づき対抗植物を基本とした
防除を実施する。

　ジャガイモシロシストセンチュウの
発生確認地域における本線虫防除
が順調に進み、発生確認圃場の
95％以上が検出限界以下に達して
おり、目標のまん延防止に寄与して
いる。また根絶が難しい本線虫につ
いて、防除後の追跡調査によって
再発確認圃場の防除を再実施する
対策が機能しており、本事業の評
価は妥当である。

令和７年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

３　令和６年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和６年度当初予算）（特別交付型）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

産地や生産者を
意識して農林水
産物・食品を選ぶ
者の割合

76,6% 99.8% 130% A

栄養バランスに
配慮した食生活
の実践度(主食・
主菜・副菜を組み
合わせた食事を１
日２回以上ほぼ
毎日食べている
者の割合)

47.0% 70.9% 150% A

農林漁業体験を
経験した者の延
べ人数

50人 40人 88% A

123% A ― ―

産地や生産者を
意識して農林水
産物・食品を選ぶ
者の割合

76,6% 87.1% 113% A

農林漁業体験を
経験した国民を
増やす。
（農林漁業体験を

100人 85人 85% A

地域等で共食し
たいと思う人が共
食する割合を増
やす。

70人 93.8% 135% A

栄養バランスに
配慮した食生活
を実践する国民
を増やす。
目標値栄養バラ
ンスに配慮した食
生活の実践度
（主食・主菜・副
菜を組み合わせ
た食事を 1 日２

76.1% 48.1% 102% A

107% A ― ―

統括・総合評価

令和７年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

４　令和６年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和６年度当初予算）（一般型：地域での食育の推進）の事後評価結果

目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績
目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値

Ⅲ地域での食育
の推進

地域での食育の
推進

北海道の課題を踏まえた取組を行
い、３つの目標値のうち「産地や生
産者を意識して農林水産物・食品を
選ぶ者の割合」及び「栄養バランス
に配慮した食生活の実践度」につい
ては、目標を大きく達成し、食育の
推進に効果があった。
　ただし、目標値のうち、「農林漁業
体験を経験した者の延べ人数」につ
いては、目標値を下回ったため、引
き続き課題に対応した取組を進め
る必要がある。
　今後とも、効果的に食育の取組を
推進し、地域の食品や伝統食の魅
力を再発見することにより地域の食
への関心を高め、次世代への継承
を促進するとともに、より多くの道民
が健全な食生活を実践できるよう推
進していく。

本事業の強みは、食育コーディネー
ター会議を頂点とし、全道8振興局
でのネットワーク会議、そして道民
向けの多様なプログラムへと展開
する、重層的な推進体制にあると評
価できる。このきめ細やかな構造
が、「生産者を意識する割合
99.8%」、「食生活の実践度70.9%」と
いう非常に高い成果に繋がったと考
えられる。
特に、次世代を担う専門学校生や
高校生、園児までを対象とした食育
授業や農作業体験は、将来にわた
る本道の食育の基盤を築く上で大
変有意義である。
一部目標値に届かなかった項目は
あるものの、それを補って余りある
成果が出ており、この優れた事業構
造を活かした今後のさらなる展開が
期待される。

北海道

【事業の実施方法】
　ア　食育推進検討会の開催
　　・北海道食育コーディネーター会議の開催
　　　北海道食育推進計画に基づく地域の特性を活かした食育の推進に向けて、各
　　　コーディネーターの活動状況や道の取組状況の共有を図るため、北海道食育
　　　コーディネーター会議を開催し、本道の食育の効果的な進め方を検討する。
　イ　食育推進リーダーの育成及び活動の促進
　　・どさんこ食育推進協議会の開催
　　　食に関わる関係者が道内の現状と課題を共有し、道内の食育活動を担う人材
　　　の育成につなげるため、本道の食育に関わる様々な機関・団体からなる「どさん
　　　こ食育推進協議会」（※）を開催する。
　　※　道では、本道の食育に関わる様々な団体が連携して効果的な食育を推進する
　　　　ため、保健・医療、産業振興、消費・生活、教育分野など幅広い機関・団体から

　　　　なる「どさんこ食育推進協議会」を設置している。

　　・食育推進ネットワーク会議の開催
　　　食に関わる関係者が地域の現状と課題を共有し、地域の食育活動を担う人材
　　　の育成につなげるため、道の出先機関（振興局）に設置する「食育推進ネットワ
　　　ーク」を開催する。
　　・事例発表会の開催
　　　食育活動を行う団体等の連携や活動を促進するため、道が実施する取組のほ
　　　か、どさんこ食育推進協議会や食育推進ネットワークを通じ情報収集した地域
　　　の様々な取組を広く紹介する事例発表会を開催する。
　ウ　食文化の保護・継承のための取組支援
　　・食育授業及び調理講習会の開催
　　　道民の食を選択する力の習得のため、食材が食卓に上がるまでの過程に関す
　　　る正しい知識を得て、国産・北海道産食材を中心にした日本型食生活の実践に
　　　つなげられるよう、食育授業及び調理講習会を行う。
　エ　農林漁業体験の機会の提供
　　・農作業等の体験の機会を提供
　　道民の食を選択する力の習得のため、食材が食卓に上がるまでの過程に関する
　　正しい知識を得られるよう、農業者等の指導による農作業等の体験の機会を提
　　供する。

１食育推進検討会の開催
○北海道食育コーディ
ネーター会議

２食育推進リーダーの育
成及び活動の促進
○どさんこ食育推進協議
会
○食育推進ネットワーク会
議
○事例発表会の開催

３食文化の保護・継承の
ための取組支援
○食育授業及び調理講習
会

４　農林漁業体験の機会
の提供
○農作業等の体験の機会
を提供

生活協同組合コープさっぽろ

【事業の実施方法】
ア．農林漁業体験の機会の提供
・農林水産漁業体験学習
道内の親子、子供たちが、実際に農林漁業に実際に触れる機会として農林漁業体験
を実施する。
さらに、子どもたちが生産から消費に至るまでの過程を理解してもらえるように生産現
場への見学や作業体験も行う。

イ．地域における共食の場の提供
・児童会館等の子ども料理教室（通称：おうちごはん）の開催
食の楽しさや大切さを学ぶ機会とするだけでなく、講義から健康的な食生活を送る基
礎を身につける。また、地域の多様な人が集まり、交流する場となることで、孤独・孤
立の解消につながり、家庭環境や経済状況によって孤立している子どもたちにとって
の、心の拠り所となる。さらに、共通の話題や関心事を通じて、人々の交流が深まるこ
とで、地域のコミュニティの活性化を目指す。

ウ．課題解決に向けたシンポジウム等の開催
・「食べるたいせつフェスティバル」
食育や環境に関わる参加型体験プログラムを通じて、栄養バランスに配慮した食生活
の提案や「食」の発見、地産地消の取り組み、SDGｓ、地域の生産者・お取引先様と消
費者との交流、更には、五感を使い楽しく学べる体験を通して“食べることのたいせつ
さ”を発見できる食育イベント。

１．農林漁業体験の機会
の提供
２．共食の場における食
育活動
３.課題解決に向けたシン
ポジウム等の開催
　食べる・たいせつフェス
ティバル2024の開催

　「食べる・たいせつフェスティバル」
については、令和４年度は新型コロ
ナウイルス感染症の影響もあり、来
場者は15,842人と目標人数より少な
い結果となったが、令和５年度は
20,272人と前年を大きく上回る結果
となり、令和６年度は30,598人とさら
に参加人数を増やす結果となった。
様々な分野の団体の体験を主とし
た出展があることで、来場者は様々
な観点での食育の機会を得ること
ができ、全道的に事業を展開する
実施主体の特性を活かした取組と
考える。
前年から引き続き実施した農林漁
業体験では、親子で参加することに
より子どもだけでなく親も貴重な体
験ができたという意見が多かった。
生産者との交流により地産地消、食
の大切さを改めて実感する有意義
な機会になったと考える。

　コープさっぽろの広範なネットワー
クを活かした食育事業は、優れたモ
デルである。「食べる・たいせつフェ
スティバル」は道内8地域で3万人以
上を集客しており、その影響力は大
きいと考える。
特に、親子での「農林漁業体験」や
子ども料理教室「おうちごはん」は、
コロナ禍で減少した貴重な体験学
習の機会を創出しており、高く評価
できる。参加者の意識（産地を意識
する割合：87.1% ）と行動（共食した
い割合：93.8% ）の両面で具体的な
成果が見られることから、道の評価
は妥当と考え、今後のさらなる発展
に期待する。

統括・総合評価



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見
目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績

目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値

産地や生産者を
意識して農林水
産物・食品を選ぶ
者の割合

76.6% 86.2% 112% A

農林漁業体験を
経験した人の延
べ人数

40人 23人 57% Ｂ

食文化の伝承度
(地域や家庭で受
け継がれてきた
伝統的な料理や
作法等を受け継
いでいる者の割
合)

51.3% 90.1% 175% A

地域で共食した
いと思う人が共食
する割合

69.2% 91.4% 132% A

学校給食におけ
る地場産物等を
使用する割合

73.1% 82.1% 112% A

食品ロス削減の
ために何らかの
行動をしている者
の割合

77.5% 97.8% 126% A

112% A ― ―

Ⅲ地域での食育
の推進

地域での食育の
推進

統括・総合評価

平取町

【事業の実施方法】
1.農林漁業体験機会の提供
2.食文化の保護・継承のための取組支援
3.共食の場における食育活動
4.学校給食における地場産物等活用の促進
5.食品ロスの削減にむけた取組

１．農林漁業体験の機会
の提供
２．食文化の保護・継承の
ための取組支援
３．共食の場における食
育活動
４．学校給食における地
場産物等活用の促進
５．食品ロスの削減にむけ
た取組

平取町の当事業における取組内容
は、幼児から高齢者に至るまでの
広範囲な年齢層の町民を対象とし、
また、行政のみならず町内の農商
工業者等広範な事業参画を得て、
全町的な取組となっていることか
ら、理想的な事業執行を体現してい
る。「農林漁業体験を経験した人の
延べ人数」は目標未達であったが、
「産地や生産者を意識して農林水
産物・食品を選ぶ者の割合」、「食
文化の伝承度」、「地域で共食した
いと思う人が共食する割合」、「学校
給食における地場産物等を使用す
る割合」、「食品ロス削減のために
何らかの行動をしている者の割合」
については、目標を大きく上回り、
食育の推進に効果があった。今後
の取組について一層期待したい。

町の食育事業の取組は、平取町の
健康課題を食・栄養の面から改善
するため普及啓発を行っており、町
民への食で健康の意識の向上を
図っているとともに、子どもから高齢
者まで広く食を通じた関わりの機会
となっている。また、地域の食材を
積極的に活用した事業展開は、地
元のよさを実感し、基幹産業である
農業・生産者と食をつなぐ取組にも
なっている。



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見
目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績

目標値及び実績 北海道の事後評価

目標値

産地や生産者を
意識して農林水
産物・食品を選ぶ
者の割合

76.6% 84.8% 110% A

栄養バランスに
配慮した食生活
の実践度（主食・
主菜・副菜を組み
合わせた食事を１
日に２回以上ほ
ぼ毎日食べてい
る者の割合）

46.8% 44.8% 95% A

農林漁業体験を
経験した者の延
べ人数

20人 35人 175% A

127% A ― ―

農林漁業体験を
経験した者の増
加

174人 179人 102% A

産地や生産者を
意識して農林水
産物・食品を選ぶ
者の増加（中標
津町でとれる食
材を意識して購
入している人の
割合）

22.30% 56.7% 254% A

178% A ― ―

Ⅲ地域での食育
の推進

地域での食育の
推進

　今年度の農林漁業体験では、目
標値174人であったが、実績値が
179人となり、達成度が102％となっ
たことから、令和５年度事業で実施
した農林漁業体験と比較して、目標
値は達成できた。
　また、野菜収穫体験を通じて、食
品の産地について意識して選ぶと
回答した111人の内、中標津町産を
選ぶとした人数が63人と回答者の
半数以上が食材を購入する際に産
地を意識するようになった等、家庭
でも地産地消の魅力・食育の大切さ
について考えるきっかけとなり、達
成度が254％と目標を大きく上回り、
食育の推進に効果があった。

　晴天の中での実施となり、保護者
からは「とても嬉しそうにして楽し
かったようで、地産地消を意識する
ようになった」「自分で収穫すること
で野菜への興味がわき、今まで以
上に野菜を食べるようになった」と
いう嬉しい声を聞きました。
　地元の資源を活用した食育に繋
がっていて、素晴らしい体験だと考
えますので、今後も継続して活動し
てもらいたいです。
　中標津町でとれる食材を意識して
いる人の割合の目標達成率が
254％ということで、子供から親へ意
識付けすることに加え、農家・農協・
販売店等の関係者が地場産品の普
及促進活動を行い、国や都道府県
が各種バックアップ体制を整えるこ
とが必要だと感じました。

中標津町

【事業の実施方法】
　　ア　取組内容
　　　　農林漁業体験の機会の提供・農業体験（野菜）
　　　　場　所：中標津町内農場・選果場
　　　　対象者：町内全ての小学校（４校）の任意の１学年（174名）
　　　　内　容：収穫体験学習及び収穫した野菜を食すこと。
　　イ　実施体制
　　　中標津町教育委員会は、野菜収穫体験の実施について中標津町農
　　　業協同組合に協力の依頼をし、中標津町内全ての小学校の任意の１
　　　学年が中標津町農業協同組合の農場で収穫体験、また、野菜選果場
　　　で収穫された野菜が商品化されるまでを見学する。収穫した野菜は、
　　　家庭に持ち帰り、地場産物を食べることで食の大切さと共食の大切さ
　　　を見つめなおしてもらう。
　　　　実施後は、参加した児童と保護者にアンケートを実施し、「収穫した
　　　野菜を食べてどう感じたか」、「収穫体験後の子どもの様子」など、事
　　　業の効果を確認する。

農林漁業体験の機会の提
供

統括・総合評価

統括・総合評価

滝上町

【事業の実施方法】
　子育て世代を中心とした健全な食生活の確立のため食に関する知識や食品の選び
方等も含めた判断力を培い、理解し実践・普及する人を増やすためのセミナーを開催
し、併せて地域産の農畜産物を活用した料理を紹介（提供）することにより地産地消を
推進する。また、セミナーの内容に合わせ、食品の選び方や地域野菜を活用した料理
などを紹介する食育リーフレットを作製、配布し、食育・地産地消の普及に努める。
　　　さらに、デジタル技術を有効活用して効果的な情報提供となるよう野菜摂取量測
定器を用いてセミナー参加者の推定野菜摂取量を見える化し、食習慣改善の一助と
する。
　　　また、身近な食や消費といった視点から農を考える活動など、子どもたちが自分
の生活とのつながりを見いだせる場の提供として農業体験会を開催し、食に関わる
人々の活動の重要性と地域農畜産物に対する理解の向上や、健全な食生活への意
識向上を図る。

１食育推進リーダーの育
成及び活動の推進
　・検討会の開催
　・食育セミナーの開催

２農林漁業体験機会の提
供
　農業体験会の開催

今回の事業を行ったことにより、子
育て世代や高齢者を含む全町民に
対し食に関する正しい知識の習得、
食と体のつながり、地産地消を意識
した食選択ができる力を養うことが
できた。「栄養バランスに配慮した
食生活の実践度」については目標
未達であり、如何にして栄養バラン
スに配慮した食生活に対する意識
づけを促せるかという課題が残って
はいるが、「産地や生産者を意識し
て農林水産物・食品を選ぶ者」、「農
林漁業体験を経験した者の延べ人
数」については、目標を大きく上回
り、食育の推進に効果があった。継
続的にセミナー等の事業を行うこと
で町民の意識づけにつながると考
えるため、今後の取組について一
層期待したい。

令和6年度に実施された食育・地産
地消推進事業は、子育て世代を中
心に、町民全体に食への関心と実
践力を広げることができた意義深い
取組でした。
セミナーやリーフレット配布、農業体
験を通じて、食の選び方や地元産
品への理解、栄養バランスへの意
識が高まり、アンケート結果でもす
べての目標値を上回る成果が確認
されました。特に若い世代からは、
継続を希望する声や子どもの行動
変化に関する前向きな意見が多く
寄せられ、学びの定着が感じられま
す。
社会教育の観点からも、本事業は
「生活に根ざした学び」が実現され
た好事例であり、今後の地域学習
や次世代育成にもつながる重要な
取組であったと評価いたします。



実績 達成度 評価 評価の概要及び指導方針等 第三者の意見

Ⅱ伝染性疾病・
病害虫の発生予
防・まん延防止

家畜衛生の推進 北海道

１　事業の必要性
　北海道では高病原性鳥インフルエンザの発生防止に向けた取組ととも
に、本病が発生した際の迅速な初動対応及び適切な防疫措置を実践する
ため、北海道高病原性鳥インフルエンザマニュアルの整備、及び家きん飼
養農場毎の防疫計画を策定している。
　道内では厚真町において令和６年10月17日、旭川市において同年11月
12日に本病が発生し、防疫措置を実施した。
円滑な防疫作業を遂行するため、防疫従事者を迅速に招集し現地へ派遣
するとともに、３交代24時間体制で作業を実施した。防疫従事者の安定し
た人員供給のため、拠点となる集合施設の借り上げを行い、また、防疫作
業間で喫食可能な軽食や飲料の準備は外部へ委託した。加えて、寒さな
どの防疫環境に配慮し、ジェットヒーター等の暖房機器やカイロを準備し
た。
　その結果、概ね順調に防疫措置を完了し、本病のまん延防止を達成す
ることができた。

２　目標値の考え方
　高病原性鳥インフルエンザのまん延防止

家畜の伝染性疾病のまん
延防止（高病原性鳥イン
フルエンザ防疫円滑化）

高病原性鳥イン
フルエンザのまん
延防止

―

高病原性
鳥インフル
エンザのま
ん延防止

達成 適正

　北海道では令和６年10月及び11
月に本病が２事例発生したが、本事
業の活用により、防疫計画に基づ
いた人員体制の確保及び集合施設
の充実を図ることができた。その結
果、円滑な防疫対応を実践し、本病
のまん延を防止することができた。

　本事業の活用は、北海道内にお
ける高病原性鳥インフルエンザ防
疫を円滑に進める一助となった。
　今後も本病発生予防に万全を期
し、有事の際は円滑な防疫対応を
実践することを期待する。

５　令和６年度食料安全保障確立対策推進交付金（令和６年度補正予算）（特別交付型）の事後評価結果

令和７年度　消費・安全対策交付金の事後評価について

北海道の事後評価

目標値
目的 目標 事業実施主体 事業実施計画 事業実施実績

目標値及び実績


